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２０１９年 工業統計調査（確報・概要版） 

（１）概 況 

 事業所数は、１,６４０事業所で、平成３０年工業統計調査（以下「前回調査」という。）に比べて 

２事業所（０.１％）増加した。 

従業者数は、５６,１４５人で、前回調査に比べて１，２１３人（２.１％）減少した。 

製造品出荷額等は、１兆７,８９０億円で、前回調査に比べて４０６億円（２.２％）減少した。 

付加価値額は、６,６８６億円で、前回調査に比べて５０８億円（８.２％）増加した。 

○事業所数及び従業者数（従業者4人以上の事業所） 

区 分 

平成３０年 ２０１９年 

増減率 工業統計調査 工業統計調査 

（H30.6.1 現在） （R1.6.1 現在） 

全 国 
事業所数 188,249 185,116 ▲1.7% 

従業者数 7,697,321 人 7,778,124 人 1.0% 

長崎県 
事業所数 1,638 1,640 0.1% 

従業者数 57,358 人 56,145 人 ▲2.1％ 

○製造品出荷額等及び付加価値額（従業者 4 人以上の事業所） 

区 分 

平成３０年 ２０１９年 

増減率 工業統計調査 工業統計調査 

（H２９年分） （H３０年分） 

全 国 
製造品出荷額等 319 兆 ３５８億円 331 兆 8,094 億円 4.0% 

付加価値額 103 兆 4,083 億円 104 兆 3,007 億円 0.９% 

長崎県 
製造品出荷額等 1 兆 8,295 億円 1 兆 7,８90 億円 ▲2.2% 

付加価値額 6,178 億円 6,686 億円 8.2% 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：「24」、「28」は経済センサス‐活動調査、その他の年は工業統計の結果より算出した。 
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（２）事業所数 

 

 

事業所数は１，６４０事業所で、前回調査に比べて２事業所（０．１％）増加した。 

 産業別の増減をみると、金属製品製造業＋７事業所（増減率＋４．３％）、繊維工業＋４事業所（同

＋４．０％）、プラスチック製品製造業＋４事業所（同＋１５．４％）など１２業種が増加し、食料

品製造業▲１６事業所（増減率▲２．７％）、鉄鋼業▲３事業所（同▲９．７％）、生産用機械器具

製造業▲２事業所（同▲４．５％）など８業種で減少した。 

産業別の構成比は、１位が食料品製造業３５．６％（５８４事業所）、２位が窯業・土石製品製造

業１０．７％（１７５事業所）、３位が金属製品製造業１０．２％（１６８事業所）、次いで輸送用

機械器具製造業８．４％（１３８事業所）の順になっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１，６４０事業所 

前年比 ０．１％増 



3 

 

（３）従業者数 

 

 

 従業者数は５６，１４５人で、前回調査に比べて１，２１３人（２．１％）減少した。 

 産業別の増減をみると、はん用機械器具製造業▲１，１２０人（増減率▲１８．０％）、輸送用機械 

器具製造業▲５０１人（同▲５．７％）、生産用機械器具製造業▲２５８人（同▲１５．９％）など

１０業種で減少し、金属製品製造業５９８人（同１５．８％）、食料品製造業８４人（同０．５％）

など１４業種で増加した。 

産業別の構成比は、１位が食料品製造業２７．５％（１５，４６０人）、２位が輸送用機械器具製造

業１４．８％（８，２９４人）、３位が はん用機械器具製造業９．１％（５，０８６人）、次いで電

子部品・デバイス・電子回路製造業８．２％（４，６０１人）の順になっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５６，１４５人 

前年比 ２．１％減 
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（４）製造品出荷額等 

 
 

 製造品出荷額等は１兆７，８８９億６，１００万円で、前回調査に比べて４０５億５，９００万円

（２．２％）減少した。 

産業別の増減をみると、輸送機械器具製造業▲１，１６９億１，０００万円（増減率▲２６．９％）、

飲料・たばこ・飼料製造業▲１５１億５,５００万円（同▲３６．６％）、生産用機械器具製造業▲７７

億５００万円（同▲１９．３％）など９業種で減少し、はん用機械器具製造業＋４４４億５,２００万

円（同＋１３．３％）、食料品製造業＋１８０億２，３００万円（同＋６．４％）、金属製品製造業

＋１４２億２，９００万円（同＋２４．６％）など１２業種で増加した。 

産業別の構成比は、１位が はん用機械器具製造業２１．１％（３，７７９億７，８００万円）、2位

が輸送用機械器具製造業１７．７％（３，１７２億９,６００万円）、３位が電子部品・デバイス・電子

回路製造業１７．３％（３，０８７億７００万円）の順となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１兆７，８８９億６，１００万円 

前年比２．２％減 
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（５）付加価値額 

 
 

 付加価値額（従業者４～２９人は粗付加価値額）は６，６８６億１,４００万円で、前回調査に比べて

５０７億９,６００万円（８．２％）増加した。 

 産業別の増減をみると、はん用機械器具製造業＋４３６億４,０００万円（増減率＋４０．３％）、

電子部品・デバイス・電子回路製造業７８億９,７００万円（同＋４．５％）、金属製品製造業＋ 

７０億２００万円（同＋２３．９％）など１４業種で増加し、飲料・たばこ・飼料製造業▲１０４億

９,８００万円（同▲５９．７％）、業務用機械器具製造業▲５５億９,７００万円（▲同４７．８％）、

輸送用機械器具製造業▲４５億５，６００万円（▲同６．３％）など７業種で減少した。 

 産業別の構成比は、１位が電子部品・デバイス・電子回路製造業２７．２％（１，８１８億９,９００

万円）、２位が はん用機械器具製造業２２．７％（１，５１８億１００万円）、３位が食料品製造業

１４．７％（９８５億８００万円）の順になっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６，６８６億１,４００万円 

前年比 ８．２％増 
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（６）設備投資額 

 

 設備投資額（従業者３０人以上の事業所）は、８６６億２，３００万円で、前回調査に比べて 

１６６億円（２３．８％）増加した。 

 産業別の増減をみると、電子部品・デバイス・電子回路製造業＋１２１億１，２００万円（増減率 

＋４３．３％）、食料品製造業＋２８億３，６００万円（同＋４６．９％）、業務用機械器具製造業

＋１８億６，６００万円（同＋９１．１％）など１１業種で増加し、はん用機械器具製造業▲３２億

５，１００万円（同▲５１．０％）、プラスチック製品製造業▲１１億３，１００万円（同▲４６．２％）

など５業種で減少した。 

産業別の構成比は、１位が電子部品・デバイス・電子回路製造業４６．３％（４００億８，６００

万円）、２位が輸送用機械器具製造業１８．４％（１５９億２,１００万円）、３位が食料品製造１０．３％

（８８億８，０００万円）、次いで業務用機械器具製造業４．５％（３９億１，５００万円）の順にな

っている。 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８６６億２，３００万円 

前年比 ２３．８％増 
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（７）付加価値率、現金給与率、原材料率 

① 付加価値率 

 従業者３０人以上の事業所における付加価値率は３７．８％で前回調査より２．４ポイント上回った。 

 産業別にみた付加価値率は、電子部品・デバイス・電子回路製造業が６４．８％で最も高く、次いで

パルプ・紙・紙加工品製造業６２．９％、印刷・同関連業５６．６％、金属製品製造業５３．７％の

順であった。一方、低い業種は情報通信機械器具製造業１１．４％、業務用機械器具製造業１４．２％、

輸送用機械器具製造業１９．７％の順であった。 

② 現金給与率 

 従業者３０人以上の事業所における現金給与率は１１．８％で前回調査より０．５ポイント下回った。 

 産業別にみた現金給与率は、印刷・同関連業が３２．４％で最も高く、次いでパルプ・紙・紙加工品

製造業２９．０％、繊維工業２６．１％の順であった。一方、低い業種は飲料・たばこ・飼料製造業

６．６％、情報通信機械器具製造業７．３％、業務用機械器具製造業８．２％の順であった。 

③ 原材料率 

 従業者３０人以上の事業所における原材料率は５７．２％で前回調査より１．９ポイント下回った。 

 産業別にみた原材料率は、情報通信機械器具製造業８７．１％が最も高く、次いで、業務用機械器具

製造業８３．１％、輸送用機械器具製造業７７．３％、飲料・たばこ・飼料製造業７３．３％の順であ

った。一方、低い業種は、電子部品・デバイス・電子回路製造業１８．３％、パルプ・紙・紙加工品製

造業３２．７％、印刷・同関連業３７．８％の順であった。 
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（８）市町別の状況 

①  事業所数        ～ 佐世保市、諫早市、波佐見町などで増加 ～ 

 事業所数を市町別にみると、佐世保市２０事業所（増減率＋８．０％）、諫早市４事業所（同＋  

２．５％）、波佐見町２事業所（同＋２．４％）、新上五島町２事業所（同＋５．７％）など９市町

で前回調査に比べ増加した。 

また、市町別の構成比は、長崎市２９８事業所（１８．２％）、佐世保市２６９事業所（１６．４％）、

諫早市１６５事業所（１０．１％）の順になっている。 
 

②  従業者数        ～ 長崎市、雲仙市、松浦市などで減少 ～ 

 従業者数では、長崎市▲１，８４３人（増減率▲１４．３％）、雲仙市▲１０６人（同▲４．８％）、

松浦市▲８１人（同▲４．３％）、島原市▲５８人（同▲２．７％）など１２市町で減少した。 

一方、佐世保市５１６人（同＋６．９％）、時津町１７３人（同＋５．５％）、諫早市１４６人（同＋

１．４％）、西海市９１人（同＋３．４％）の９市町で前回調査に比べ増加した。 

また、市町別の構成比は、長崎市（１９．６％）、諫早市（１８．３％）、佐世保市（１４．２％）

の順になっている。 
 

③  製造品出荷額等     ～ 長崎市、西海市、波佐見町などで減少 ～ 

 製造品出荷額等では、長崎市▲６６７億９，５００万円（増減率▲１１．４％）、西海市 

▲１９５億８，２００万円（同▲１２．１％）、波佐見町▲１４７億６，６００万円（同▲１７．２％）

など１３市町で前回調査に比べ減少した。一方、佐世保市５６０億３，０００万円（同３４．０％）、

大村市１６１億９，５００万円（同１４．８％）、時津町３４億１，３００万円（同６．１％）の  

６市町で増加した。 

また、市町別の構成比は、長崎市（２９．０％）、諫早市（２３．５％）、佐世保市（１２．３％）

の順になっている。 
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（９）従業者規模別の状況 
 

① 事業所数 

従業者規模別にみた事業所数は、３０人未満の事業所が１，３１０業所（７９．９％）を占め、  

３０人～２９９人の事業所が３０５事業所（１８．７％）で、両者を合わせた３００人未満の事業所

が９８．６％、３００人以上の事業所が２５事業所（１．４％）であった。 

 前回調査と比較すると、３０人未満の事業所で増減なし、３０人～２９９人の事業所で２事業所の

増、３００人以上の事業所は増減なしとなっている。 
 

② 従業者数 

従業者規模別にみた従業者数は、３０人未満の事業所が１４，７１３人（２６．２％）、３０人～

２９９人の事業所が２３,３５５人（４１．６％）、３００人以上の事業所が１８,０７７人（３２．２％）

であった。 

 前回調査と比較すると、３０人未満の事業所で９９人の増、３０人～２９９人の事業所で８４人の増、

３００人以上の事業所で１,３９６人の減となっている。 
 

③ 製造品出荷額等 

従業者規模別にみた製造品出荷額等は３０人未満の事業所が２,０７８億１,５００万円（１１．６％）、

３０人～２９９人の事業所が４，９３８億５，６００万円（２７．６％）、３００人以上の事業所が

１兆８７２億９，０００万円（６０．８％）であった。 

 前回調査と比較すると、３０人未満の事業所で８６億５，５００万円の減、３０人～２９９人の事

業所で３１８億２，６００万円の増、３００人以上の事業所で６３７億３，１００万円の減となってい

る。 
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（１０）１事業所当り、従業者１人当りの製造品出荷額等、付加価値額 

① 製造品出荷額等 

 １事業所当りの製造品出荷額等は１０億９,０８３万円で、前回調査に比べて２,６０９万円の減少

となった。 

 平均を上回っている業種は、電子部品・デバイス・電子回路製造業１８１億５,９２３万円、情報通

信機械器具製造業１７９億３，７８５万円、はん用機械器具製造業６９億９,９６０万円など７業種で

あった。 

 従業者１人当りの製造品出荷額等は３，１８６万円で、前回調査に比べて４万円の減少となった。 

 平均を上回っている業種は、はん用機械器具製造業７，４３２万円、業務用機械器具製造業６，７３７

万円、電子部品・デバイス・電子回路製造業６,７１０万円など８業種であった。 

 

② 付加価値額 

 １事業所当りの付加価値額は４億７６９万円で、前回調査に比べて３，０５１万円の増加となった。 

 平均を上回っている業種は、電子部品・デバイス・電子回路製造業１０６億９,９９１万円、はん用

機械器具製造業２８億１,１１３万円、情報通信機械器具製造業２０億２，５５７万円、業務用機械器

具製造業８億７，２２３万円など６業種であった。 

 従業者１人当りの付加価値額は１,１９１万円で、前回調査に比べて１１４万円の増加となった。 

 平均を上回っている業種は、電子部品・デバイス・電子回路製造業３,９５３万円、はん用機械器具

製造業２,９８５万円、化学工業２,２４０万円の３業種であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


